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⚫ 電力広域機関は、全国大での需給調整機能の強化という目的の達成に向け着実に活動を行ってきた。今後、法改
正に伴う新たな業務への対応や再エネ主力電源化に向けた更なる需給調整機能の強化等の観点から、以下の機
能強化を図る必要がある。

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会
電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ 取りまとめ概要

ガバナンスの強化 中立性・公平性の向上 情報収集・発信機能の強化

取りまとめ

⚫ 上記方向性を踏まえ、電力広域機関は、具体的な行動計画（アクションプラン）を策定するとともに、定期的にフォローアップを実施。

⚫ プロパー職員の採用強化等による大手電力（旧一般
電気事業者及び電源開発）出向者比率の計画的
な引き下げ

⚫ プロパー職員等のスキル向上のための研修の充実

⚫ 会員との双方向のコミュニケーション（アンケート調査の
実施による会員意見を踏まえた業務運営への反映）

⚫ 2050年カーボンニュートラルを見据えた、海外組織と
の連携強化等による海外情報の収集機能の強化

⚫ 事業の中期計画等の情報発信の強化

⚫ 会員の新たなビジネスの創出に向けた取組検討

⚫ 多額の資金管理業務等の追加に伴う、監査法人に
よる会計監査の導入

⚫ 監事・監査室による監査機能の強化

⚫ 業務遂行体制の強化（業務の追加に合わせた役職
員の増員）

⚫ 一定の新陳代謝と業務継続性の確保を両立した役
員の再任回数の上限の見直し

⚫ 事業の中期計画の策定、フォローアップ

目的

各一般送配電事業者を離れた独立的な立場から、専門的な知見や経験を生かし、
全国大での効率的かつ効果的な電力ネットワークの整備・運用等を行う機能を強化

取組内容

機能の強化の方向性

⚫ 2020年６月に成立したエネルギー供給強靭化法に伴い、電力広域機関の役割がますます重要となる中、これまで
の活動について、中立性や公平性の観点を含め第三者による検証を行い、取りまとめを行った上で、その結果を踏ま
えて、同機関が求められる機能を果たせるよう、必要な取組を進めていくことを目的とする。
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【参考】



需給計画・系統計画を取りま
とめ、周波数変換設備、地域
間連系線等の送電インフラの
増強や区域（エリア）を越え
た全国大での系統運用等を
図る

平常時において、各区域（エ
リア） の送配電事業者による
需給バランス・周波数調整に
関し、広域的な運用の調整を
行う

災害等による需給ひっ迫時に
おいて、電源の焚き増しや電
力融通を指示することで、需
給調整を行う

業務

⚫ 需給状況や系統運用の監視
⚫ 広域機関システムを通じた発電や需要に関する計画管理
⚫ 全国の需給状況や系統の運用状況の監視

主な取組・成果

⚫ 広域連系系統の整備

⚫ 電源接続案件募集プロセスの実施
⚫ 事前相談・接続検討の受付
⚫ 系統情報の公表（系統の空容量等に関する情報）
⚫ 電気供給事業者からの苦情又は相談の対応及び紛争の解決の
受付

⚫ 需給状況の悪化時における、電
気事業者への指示

⚫ 需給ひっ迫時等の電力の融通指示
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中立的に新規電源の接続の
受付や系統情報の公開に係
る業務を行う

主な目的

⚫ 地域間連系線の整備計画を策定

⚫ 電気事業者が遵守すべきルー
ルの策定

⚫ 送配電等業務指針を策定

⚫ 全国・供給エリアの需給バラン
スの把握・評価

⚫ 供給計画取りまとめ
⚫ 全国の需要想定を策定
⚫ 夏季及び冬季の電力需給検証

⚫ 供給力・調整力の確保
⚫ 容量市場開設
⚫ 需給調整市場の導入に向けた検討

⚫ 系統利用の効率化・最大化
⚫ 地域間連系線利用ルールの策定（間接オークションの導入）
⚫ 日本版コネクト＆マネージの検討・実施

⚫ 系統アクセスに係る公平性の確
保

【参考】電力広域機関のこれまでの主な取組と成果 第2回広域検証ＷＧ
（2020/10/27）資料5



前回開催(2021年11月)以降の主なトピックス

１．東京エリアを中心とした需給ひっ迫への対応

２．長期脱炭素オークション制度の運営への対応

３．東、中西地域の連系線の計画策定プロセスの開始

４．FIT・FIP制度に伴う資金管理業務への対応
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3月16日の福島県沖の地震について

⚫ 3月16日23:36に福島沖を震源とする地震が発生し（最大震度6強）、計14基・
647.9万kWの火力発電所が停止。

⚫ 発電所の停止によるUFRの発動等により、東京エリアで最大約210万戸、東北エリア
で最大約16万戸の停電が発生したが、運転中の火力発電所の出力増加や被害を受
けた配電・送変電設備の改修等を行い、停電を解消した。

⚫ また、東北エリアにおいては、17日2:30-11:00の間電力を融通することで、安定供給
に最低限必要な予備率3%を確保。

➢ 2:30-6:00 東北へ最大140万kW（北海道から30万kW、東京から110万kW）
➢ 6:00-11:00 東北へ最大100万kW（北海道から10万kW、東京から90万kW）

・電力の融通、運転中火力発電所の出力増加による
UFRの遮断解除
・配電・送変電設備の被害箇所の改修

110,325戸（3月17日3:00） 停電解消（3月17日2:52）

停電状況

【東北エリア】
158,370戸（最大停電軒数）（3月16日23:50）

【東京エリア】
2,102,020戸（最大停電軒数） （3月16日23:50）

融通状況

・計画停止中の火力発電所の稼働
・配電・送変電設備の被害箇所の改修

停電解消（3月17日21:41）

・運転中火力発電所の出力増加及び揚水発電所に
よる発電によるUFRの遮断解除
UFRの遮断解除
・配電設備の被害箇所の改修

第46回 電力・ガス基本政策小委員会
(2022年3月25日）
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３月18日夜の東京エリアの電力需給逼迫について

⚫ 3月16日の福島沖地震の影響で、東北・東京エリアの火力発電所7基（計約440万ｋW）
が停止中。18日17～18時（最大需要発生時刻）がもっとも厳しい見通しであり、追加供給力
対策を終日実施していた。

⚫ しかし、上記ピーク時を過ぎ、夜間になっても需要の減少がみられず、21～22時に揚水発電が
枯渇・ｋW不足に陥る恐れが生じたため、東京電力パワーグリッドにおいて、急遽、節電の呼びか
けを行った。

３月１７日１８時 ３月１８日１４時 ３月１８日２１時
（３月１８日の需要見通しの変化と対応策）

需
要
見
通
し
の
変
化

16～17時 16～17時 21～22時

需要電力
【万kW】

4,152 4,237 3,800

供給力
【万kW】

4,306 4,364 3,877

3.7 3.0（1.7） 2.0（△1.1）

追加の供給力対策 火力増出力運転
（23.4万kW)

火力増出力運転
（20.3万kW）

電源Ⅰダッシュ発動
（2.5万kW）

供給電圧調整
（最大34万kW）

火力増出力運転（20.3万kW）
供給電圧調整（最大34万kW）

広域融通指示
（最大94.36万kW）

見通し策定時刻

※（ ）内の数字はすべての追加の供給力対策計上前の値
（出典）東京電力パワーグリッド

第46回 電力・ガス基本政策小委員会
(2022年3月25日）



3月22日 東京電力管内における需給ひっ迫について

（１）地震等による発電所の計画外停止及び地域間連系線の運用容量低下

①3/16の福島県沖地震の影響

－JERA広野火力等計335万kWが計画外停止（東京分110万kW）

－東北から東京向けの送電線の運用容量が半減（500万kW→250万kW）

②3/17以降の発電所トラブル

－電源開発磯子火力等計134万kWが計画外停止

（２）真冬並みの寒さによる需要の大幅な増大及び悪天候による太陽光の出力減

－想定最大需要4,840万kW ※東日本大震災以降の3月の最大需要は4,712万kW (発電端値)

－太陽光発電の出力は最大175万kW（設備容量の1割程度）

（３）冬の高需要期（1・2月）終了に伴う発電所の計画的な補修点検

－今冬最大需要（5,374万kW）の1月6日と比べ計511万kWの発電所が計画停止

✓火力発電所の出力増加、自家発の焚き増し、補修点検中の発電所の再稼働

✓他エリアからの最大限の電力融通（他エリア⇒東京電力 2,000万kWh程度）

✓小売電気事業者から大口需要家への節電要請

✓需給ひっ迫警報（節電要請）の発令（節電効果計約4,400万kWh）

背景・要因

対応
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第46回 電力・ガス基本政策小委員会
(2022年3月25日）
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第47回 電力・ガス基本政策小委員会
(2022年4月12日）



6月27日からの東京電力管内を中心とする需給ひっ迫について

（１）6月にしては異例の暑さによる需要の大幅な増大

－6月26日時点の、翌27日の東電管内の想定最大需要5,276万kW
※東日本大震災以降の6月の最大需要は4,727万kW

－6月27日には平年より22日早い梅雨明け（関東甲信地方では平年7月19日頃）

（２）夏の高需要期（7・8月）に向けた発電所の計画的な補修点検

－6月30日から7月中旬にかけて約715万kWの火力発電所が順次稼働予定

✓火力発電所の出力増加、自家発の焚き増し、補修点検中の発電所の再稼働

✓他エリアからの電力融通（東京東北間の運用容量拡大(55万kW)、東京中部間のマージン開放(60万kW)、水力両用機の切り替え(16万kW)）

✓小売電気事業者から大口需要家への節電要請

✓国による東京エリアへの電力需給ひっ迫注意報の発令（6月26日から継続）

✓一般送配電事業者による北海道、東北、東京エリアにおける需給ひっ迫準備情報の発表（6月27日
及び28日）

背景・要因

対応
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第51回 電力・ガス基本政策小委員会
(2022年6月30日）
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第52回 電力・ガス基本政策小委員会
(2022年7月20日）



前回開催(2021年11月)以降の主なトピックス
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１．東京エリアを中心とした需給ひっ迫への対応

２．長期脱炭素オークション制度の運営への対応

３．東、中西地域の連系線の計画策定プロセスの開始

４．FIT・FIP制度に伴う資金管理業務への対応



⚫ 経済合理的な事業者判断の一環として、今後も電源の休廃止の加速化が想定される
中で、電力の安定供給を確保するための構造的な対策として、事業者への適切なイ
ンセンティブが必要となる。

• 足下では、安定供給に必要な予備率を下回るエリア・時期が発生する見通し。再エネの導入量拡大を
背景に、とりわけ冬季において、再エネ供給力の予測誤差が需給バランスに与える影響が増大。

• 再エネの出力変動に対応する調整電源、供給力不足が見込まれる場合のセーフティネットの重要性が
高まっている。
⇒ 送配電事業者等が必要な供給力・調整力を確実に確保できる仕組みの構築
⇒ 国において、休廃止予定の電源を確実に把握し、安定供給に与える影響を評価

１．短期（電源の退出防止）

安定供給確保に向けた構造的対策の基本的な考え方

• 長期的な回収見込みが不確実なため、建設期間が長く投資額が大きい電源投資が停滞
⇒ 新規電源投資について長期間固定収入を確保する仕組みの導入

• 卸電力市場価格の低下や稼働率の低下により、電源の維持管理費の回収が困難に
⇒ 容量市場の導入

(2) 中期：容量市場の導入（2024年～）

(3) 長期：電源の新規投資の促進
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第59回 制度検討作業部会資料
(2021年11月29日）



本制度措置の概要
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第60回 制度検討作業部会資料
(2021年12月22日）



⚫ 本制度措置は、「複数年間の容量収入を確保することで、初期投資に対し、 長期的な収入の予
見可能性を付与する方法」として検討を進めていることから、現行容量市場の運営主体である広
域機関が、本制度措置における運営主体として、一定の役割を果たすこととしてはどうか。
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本制度措置における広域機関の役割について

第6次エネルギー基本計画（抜粋）
５．２０５０年を見据えた２０３０年に向けた政策対応
(１１) エネルギーシステム改革の更なる推進
①脱炭素化の中での安定供給の実現に向けた電力システムの構築に向けた取組
電源への新設投資が停滞する中、当面は、供給力や調整力を火力発電で賄う必要があるものの、将来的には、水素・アンモニア・CCUS/カーボンリサ
イクル・蓄電池といった脱炭素電源等により、供給力や調整力を確保する必要があり、電源のリードタイムも踏まえると、足下から新設投資を促していくこと
が重要である。そのため、２０５０年カーボンニュートラル実現と安定供給の両立に資する新規投資について、複数年間の容量収入を確保することで、
初期投資に対し、長期的な収入の予見可能性を付与する方法について、詳細の検討を加速化していく。

電力システム改革貫徹のための政策小委員会
第3回（2016年12月9日）資料3

第60回 制度検討作業部会資料
(2021年12月22日）



前回開催(2021年11月)以降の主なトピックス
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１．東京エリアを中心とした需給ひっ迫への対応

２．長期脱炭素オークション制度の運営への対応

３．東、中西地域の連系線の計画策定プロセスの開始

４．FIT・FIP制度に伴う資金管理業務への対応
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東地域の系統の現状と課題

⚫ 北海道・東北エリアにおいては、再エネの導入見込みが高く、日本全体での再エネの導
入を促進する上でも、これらのエリアにおいて、特に洋上・陸上風力発電の拡大が期待さ
れる一方、地内系統の空き容量不足が顕在化している。

⚫ 足下では、東京エリアを含め、太陽光発電が着実に増加しつつあり、今春、初めて北海
道・東北エリアで再エネの出力制御が発生した。今後、再エネの導入を拡大する中で、
これらのエリアにおける再エネの出力制御は、更に増大する見込みである。

⚫ また、他エリアと直流連系線で接続され、独立系統である北海道においては、調整力の
不足により自然変動電源側に変動緩和要件が課されている。

⚫ これらの系統制約の課題に対応すべく、これまでも、ノンファーム型接続等の利用ルール
の見直しや、需要側・発電側の対策等を含む出力制御対策パッケージの実施、変動緩
和要件の撤廃・蓄電池等の導入促進等を図ってきている。

⚫ 今後、こうした課題の根本的な解決策として、余剰電力の他エリアへの送電や、調整
力の広域的な調達等の観点から送電網の増強の検討が不可欠である。

第43回 再生可能エネルギー大量導入・次世代
電力ネットワーク小委員会(2022年7月13日）
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（参考）東地域の系統の現状と課題

【北本連系線】
・青函トンネルを用いて、90万kW→120万kWに増強中（2027
年度）
・いずれにしても海域を横断することが必須である中、北海道道南エ
リア及び東北北部エリアの陸域の既存送電設備が容量上限に達し
ていることも勘案した増強の検討が必要。

【再エネ】
• 北海道においては、洋上風力に関して、5

海域が準備区域に指定されているものの、
調整力の確保を含む系統制約が課題。

• 東北においては、洋上風力の区域指定が
先行する中、将来的な導入を見越す必要
あり。

【東北東京間連系線】
・運用容量を573万kW→1,028万kWに増強中（2027年度）
・ただし、増強後も同期安定性制約があるため、既存系統を活用して
の運用容量拡大には限界あり。

【北海道地内系統】
＜設備容量＞
・道央圏を除くエリアで空容量不足が顕在化
＜周波数調整＞
・変動緩和要件の撤廃による調整力の確保
・調整力の調達費用の偏在性が課題
＜下げ代不足＞
・2022年度より出力制御が発生

【東北地内系統】
＜設備容量＞
・太平洋側を500kV基幹送電線が縦断しているものの、日本海

側は275kV系統となっているため、秋田～山形～新潟の500kV基幹
送電線の増強中
＜下げ代不足＞
・2022年度より出力制御が発生

第43回 再生可能エネルギー大量導入・次世代
電力ネットワーク小委員会(2022年7月13日）
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中西地域の系統の現状と課題

⚫ 日射量に恵まれる西日本エリアでは、比較的早くから太陽光発電の導入が進んできた。

⚫ 特に、九州においては、時間帯によっては九州エリア内の需要の約9割相当の太陽光の
発電量があり、2018年以降、下げ代不足による出力制御が発生している。また、四国・
中国エリアにおいても、今年の春に初めて再エネの出力制御が発生した。

⚫ こうした中、需要側・発電側の対策等を含む出力制御対策パッケージの実施等を進める
ことが重要。

⚫ また、九州エリアと中国エリアを結ぶ関門連系線について、運用容量の拡大に向けた取
組が進められてきているが、さらなる再エネの導入のためには、設備容量の増強を検討
することが不可欠。

＜関門連系線＞
• 関門連系線で系統混雑が発生している状況
• 熱容量だけでなく周波数制約もあるため、複線化が

必要となる

【地内系統】
＜下げ代不足＞
• 太陽光の導入が進む中、九州において、2018年、全国で初め

て出力制御が発生
• 今年度から、中国・四国エリアにおいても出力制御が発生

＜中地域＞
• 運用容量の増加等の面から、

増強にメリットがある

第43回 再生可能エネルギー大量導入・次世代
電力ネットワーク小委員会(2022年7月13日）



東地域及び中西地域の地域間連系線整備計画
の策定プロセスの開始要請

⚫ 再エネの導入促進とレジリエンス強化に向けて、電力広域機関を中心にマスタープランの
検討を進める一方、資源エネルギー庁においては、海底直流送電に関する実地調査等
を進めてきている。

⚫ こうした中で、通常であれば、全国大の系統増強計画であるマスタープランの策定を待っ
て、個々の地域間連系線等の整備計画を進めるところである。しかし、再エネの導入を
加速化する政策的な観点から、一部の地域間連系線については、マスタープランの策
定を待たずに検討を具体化することが重要と考えられる。

⚫ このため、①東地域（北海道～東北～東京間）、②中西地域（関門連系線、中地
域）の地域間連系線増強計画について、広域機関において計画策定プロセスを開始
することとしてはどうか。

⚫ また、東地域の地域間連系線増強の計画策定にあたって、洋上風力等の案件組成状
況では日本海側に準備区域が集中していることやレジリエンスの優位性、さらにはこれま
での机上検討等の結果での技術的の実現可能性を踏まえて日本海ルートでの２GW
の増強を基本として、計画策定プロセスを進めてはどうか。

⚫ なお、これらの計画策定プロセスを進める上では、S+3Eの視点から以下の点に留意す
る必要があり、エネルギー政策や電源立地動向を踏まえることが重要である。

・再エネを含めた電源の設置の動向（容量・時期）との整合性
※2030年度の再エネ導入目標に向けた電源の設置が進んでいるところ、これを踏まえたものであること

・技術動向や経済性等を踏まえた将来的な拡張性 19

第43回 再生可能エネルギー大量導入・次世代
電力ネットワーク小委員会(2022年7月13日）
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電力広域機関 第62回 広域系統整備
委員会(2022年7月22日）



前回開催(2021年11月)以降の主なトピックス

21

１．東京エリアを中心とした需給ひっ迫への対応

２．長期脱炭素オークション制度の運営への対応

３．東、中西地域の連系線の計画策定プロセスの開始

４．FIT・FIP制度等や資金管理業務への対応
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エネルギー供給強靱化法において電力広域機関に
追加される主な業務

⚫ 昨今の電気事業を取り巻く災害の激震化や再エネの普及に伴う系統制約等といった課
題を踏まえ、今後、我が国の電力系統は、レジリエンスを強化しつつ、再エネ大量導入
に対応した、次世代型の電力ネットワークへの転換が必要となっており、電力広域機
関の役割にも変化が求められている。

⚫ 令和２年６月５日に成立した強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るため
の電気事業法等の一部を改正する法律（エネルギー供給強靱化法）においては、
電力広域機関の業務が追加された。

災害関係

①一般送配電事業者が作成する災害時連携計画の内容の確認

②災害復旧費用の相互扶助制度の運用

系統関係及び再エネ特措法関係

③広域系統整備計画の策定・国への届出。計画に位置づけられた地域間連系線整備費用の一部への再エネ
賦課金方式の交付金等の交付

④FIT制度に関する交付金の交付

⑤今般新たに導入するFIP制度に関するプレミアムの交付

⑥太陽光パネル等の廃棄費用の積立金の管理

第26回 電力・ガス基本政策小委員会
(2020年7月13日）を一部修正
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電力広域機関 第7回 運営委員会
(2022年2月25日）



需給計画・系統計画を取りま
とめ、周波数変換設備、地域
間連系線等の送電インフラの
増強や区域（エリア）を越え
た全国大での系統運用等を
図る

平常時において、各区域（エ
リア） の送配電事業者による
需給バランス・周波数調整に
関し、広域的な運用の調整を
行う

災害等による需給ひっ迫時に
おいて、電源の焚き増しや電
力融通を指示することで、需
給調整を行う

業務

⚫ 需給状況や系統運用の監視
⚫ 広域機関システムを通じた発電や需要に関する計画管理
⚫ 全国の需給状況や系統の運用状況の監視

主な取組・成果

⚫ 広域連系系統の整備

⚫ 電源接続案件募集プロセスの実施
⚫ 事前相談・接続検討の受付
⚫ 系統情報の公表（系統の空容量等に関する情報）
⚫ 電気供給事業者からの苦情、相談の対応、紛争の解決の受付

⚫ 需給状況の悪化時における、広
域的な電力需給バランスの確保

⚫ 需給ひっ迫時等の電力の融通指示
⚫ 地域間連系線の運用の見直し
⚫ 専門的知見を活かしたマスコミや一般需要家に対する広報

24

中立的に新規電源の接続の
受付や系統情報の公開に係
る業務を行う

主な目的

⚫ 地域間連系線の整備計画を策定
- 新たに東、中西地域の連系線の計画策定プロセスの開始

⚫ 電気事業者が遵守すべきルー
ルの策定

⚫ 送配電等業務指針を策定

⚫ 全国・供給エリアの需給バラン
スの把握・評価

⚫ 供給計画取りまとめ
⚫ 全国の需要想定を策定
⚫ 夏季及び冬季の電力需給検証

⚫ 供給力・調整力の確保
⚫ 容量市場開設
⚫ 長期脱炭素オークション制度の運営への対応
⚫ 需給調整市場の導入

⚫ 系統利用の効率化・最大化
⚫ 地域間連系線利用ルールの策定（間接オークションの導入）
⚫ 日本版コネクト＆マネージの検討・実施

⚫ 系統アクセスに係る公平性の確
保

【参考】電力広域機関の取組状況について

⚫ FIT・FIP制度の運用
⚫ 太陽光発電設備の廃棄等費用積立制度の運用
⚫ 資金管理業務の実施

FIT・FIP制度、太陽光発電
設備の廃棄等費用積立制度
及び資金管理を行う

⚫ 再生可能エネルギーの導入の
拡大


